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国⽴環境研究所50年のあゆみ 連携推進部
広兼 克憲

１．はじめに
国⽴環境研究所は1974年3⽉15⽇、茨城県つくば市に、
「国⽴公害研究所」として設置されました。2024年（来
年）には創⽴50周年を迎えます。研究所の活動は、1990
までの環境庁国⽴公害研究所時代、1990年から2001年
までの環境庁国⽴環境研究所時代、2001年からの独⽴⾏
政法⼈国⽴環境研究所時代、2015年以降の国⽴研究開発

初期の研究所は⼤気汚染や⽔質汚濁な
ど当時の⽇本における公害問題を解決
するための基礎的な研究を、他に類を
⾒ない⼤型実験施設やフィールド施設
などを駆使して研究しました。また現
在の環境情報提供の基盤を構築してき
たことも重要です。
1980年代には世界の要⼈も多数視察に
訪れる⽇本が誇る研究施設となり、環
境問題について科学的な専⾨知識を有
する⼈材も数多く輩出しました。

３．環境庁国⽴環境研究所時代（1990-2001）
地球温暖化やオゾン層破壊など地球規模の環境問題の解決が喫緊の
課題となり、環境研究の体制もそれに対応できるように再編成され
ました。地球環境研究センターの創設はその⼀つです。

図２ 憲章

４．独⽴⾏政法⼈国⽴環境研究所時代（ 2001-2015 ）

５．国⽴研究開発法⼈時代 （2015-現在に⾄る）
東⽇本⼤震災の経験を踏まえ、災害関連研究部⾨を⽴ち上げ、福島
県に研究拠点を新設するなど研究の幅を広めました。また、⻑期の
⼤規模疫学調査であるエコチル調査を環境省とともに進めるととも
に、2018年には気候変動適応センターを新設して関連する研究や内
外への情報提供を⾏っています。さらにGOSATなど⼈⼯衛星を利⽤
した温室効果ガス観測も継続的に推進しています。
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２．環境庁国⽴公害研究所時代(1974-1990)

政府全体の⾏政改⾰の⼀環とし
て、研究所は独⽴⾏政法⼈とな
り環境庁から独⽴した形になり
ました。５年ごとに制定される
中⻑期計画に基づき、研究⼒の
向上と現実問題の解決の両⽴を
図りつつ活動を展開しました。
2006年には「憲章」を制定し、
所や職員としての理念を明らか
にしました。

図１（上）所内⼤型レーザーレーダー
による⼤気汚染観測、（下）胡耀邦総
書記の研究所御視察(1983.11.24)と
「清除公害造福⼈⺠（公害がなくなれ
ば⼈⺠に幸福になる）」の揮毫

法⼈国⽴環境研究所時代に分けることができます。2011年の東⽇本⼤震
災以降は、災害環境研究やエコチル調査などの新しい分野にも取り組ん
できました。ここでは50年間にわたる活動の流れを簡単にご紹介します。


